




























































Developing a Procedure for the Staff of Private, Individual Kindergartens to Learn about Their Effective 
Educational Goals
Tomoyoshi YOKOMATSU
Division of Developmental Studies and Support, Graduate School of Education, Okayama University, 3-1-1 Tsushima-



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































に つ い て 」（http://www.mext.go.jp/b_menu/
toukei/chousa01/kihon/kekka/k_detail/1365622.
htm，2016年５月４日現在）の表１に基づいて算
私立幼稚園における実効のある保育目標に関する職員研修手順の開発
− 69 −
出している。
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大学大学院教育学研究科研究集録』161，2016年，
36-37頁。
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山大学大学院教育学研究科研究集録』158，2015年，
43-51頁。
34）横松友義「幼稚園における「実効のある保育目
標」が教育の目的という観点から納得できること
の重要性」『岡山大学大学院教育学研究科研究集
録』155，2014年，23-34頁。
35）園名を公表することについては，すでに，園よ
り了承されている。横松友義・渡邊祐三「各保育
園におけるこれからの保育課程開発のための園文
化創造アドバイザーの支援に関する考察」（『岡山
大学大学院教育学研究科研究集録』141，2009年，
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録』155，2014年，23-34頁。
37）この調査の詳細は，次の論文に示されている。
横松友義・渡邊祐三「各保育園におけるこれから
の保育課程開発のための園文化創造アドバイザー
の支援に関する考察」『岡山大学大学院教育学研
究科研究集録』141，2009年，33-37頁。
38）ここで取り上げられる実効のある保育目標は，
横松友義「私立幼稚園における実効のある保育目
標明確化手順の実用性・有効性向上の追求」（『岡
山大学大学院教育学研究科研究集録』158，2015年，
43-51頁）で開発された手順で，この度の研修講
師との協働によって，明確化されたものである。
したがって，配付資料中に示される，その背景に
ある教育基本法の幼児教育の目的及び学校教育法
の幼稚園教育の目的・目標についての説明内容は，
前述の横松が開発した手順中に用いられているそ
れらについての説明内容を基本に作成されてい
る。
39）横松友義「私立幼稚園における実効のある保育
目標に関する保護者への説明手順の開発」『岡山
大学大学院教育学研究科研究集録』161，2016年，
35-42頁，参照。
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フレーベル館，1976年，132頁，参照。
　　倉橋惣三「新しき年を迎えるにあたって」『幼
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43）倉橋惣三「何を以て導かんとするや」『婦人と
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